
　第２６号議案

　　　平成２９年度下仁田町一般会計予算

　平成２９年度下仁田町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５，１８４，０００千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。

　（債務負担行為）

第２条　地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務

　負担行為」による。

　（地方債）

第３条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び

　償還の方法は、「第３表地方債」による。

　（一時借入金）

第４条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、５００，０００千円と定める。

　（歳出予算の流用）

第５条　地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次

　のとおりと定める。

 (１) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費(賃金に係る共済費を除く。)に係る予算額に過不足を生じた場合における

　　同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

 (２) 各項に計上した旅費、需用費及び役務費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項

　　の間の流用

　　平成２９年３月７日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下仁田町長　原　秀男
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第２表　　債務負担行為
（単位　千円）

第３表　　地　　方　　債
（単位　千円）

起 債 の 方 法

過 疎 対 策 事 業
5,400

（過疎対策事業債(ソフト事業分)）

平 成 ２ ９ 年 度 か ら 債 務 完 了 の 年 度 ま で

事 項 期 間 限 度 額

起 債 の 目 的

土 地 開 発 公 社 の 借 入 金 に 対 す る 債 務 保 証 10,000千円に約定利息を加えた額

限 度 額

330,900
（ 過 疎 対 策 事 業 債 ）

償 還 の 方 法

 証  書  借  入

又は証券発行

限 度 額 計 496,300

利率

　借入先の融資条件による。ただし、町財政の都合により

据置期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは低

利債に借換えすることができる。

160,000臨 時 財 政 対 策 債

過 疎 対 策 事 業 年5.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借入れる政
府資金及び地
方公共団体金
融機構資金に
ついて、利率
見直しを行っ
た後において
は、当該見直
し後の利率）













［充当先］3款1項1目　障害者自立支援事業　36,000　　3款2項1目　保育所運営（委託）　20,000
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（単位　千円）

（人）

計 △ 110

比 較

長　　　　　　　等

その他の特別職 △ 110

△ 4,998 495

△ 4,998

△ 34

△ 4,998 △ 4,998

△ 4,537 △ 208 △ 4,745

△ 75
0.10
299

328

議　　　　　　　員

196

299 △ 374

0.10

106,676 17,708 124,384251

△ 34 162 166

計 844 65,327 20,256 20,842

80 35,491 35,491

42,481 11,988 54,469
4.20

12,565

その他の特別職 829 35,411

4.20

217 102,139 17,500 119,639

8,277
171 28,704 34,4245,720

前 年 度

長　　　　　　　等 3

議　　　　　　　員 12 29,916

34,752
4.30

12,864

137

20,256

30,493
本 年 度

長　　　　　　　等 3

その他の特別職

54,394

21,337

30,493

42,780 11,614

80

4.30

719 30,413

計 734 60,329

合 計

20,256

20,256

28,866 5,886

備 考
報 酬 給 料

期末手当(千円) そ の 他 の
手 当

計
年間支給率（月分）

共 済 費

給 与 費 明 細 書

1　特別職

区 分 職 員 数

給 与 費

8,473

議　　　　　　　員 12 29,916



（人）

108

105

（　　）内は再任用短時間勤務職員を別掲
（単位　千円）

 （２） 給料及び職員手当の増減額の明細

％

平成２８年１２月

％

人

人

人

人

昇給期別職員数

106

昇給昇格による増減影響分

平 均 昇 給 率 1.13

昇 給 期 職 員 数

平成29年10月1日

平成29年7月1日

平成29年4月1日

（ 見 込 ）

増 減 額

２．
昇給に伴う増減
分

1,470

給 与 改 定 の 状 況
給与改定に伴う
増 減 分

694

平成30年1月1日

△ 132

備 考

給 料 △ 959
　職員の給与改定による本年
度給料月額の増減影響分

給 料 の 改 定 率

区 分

１．

615

0.11

給与改定実施時期

増 減 額 の 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

△ 490

　　　前年度 ｛

7,790 132

比 較 1,664 △ 850 2,300 △ 288 △ 660

1,050 488前 年 度 12,124 94,706 65,346 22,900 13,062 6,949 3,990

7,564 3,330 7,300 1,050 488

児 童 手 当 地 域 手 当
宿 日 直
手 当

管理職員特
別勤務手当

本 年 度 13,788 93,856 67,646 22,900 12,774職 員 手 当
の 内 訳

区 分
管 理 職
手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当
時 間 外
勤 務 手 当

扶 養 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当

770,466 再任用2人

比           較 3 △ 959 2,159 1,200 3,789 4,989

132,043 775,455 再任用2人

前 年 度 413,675 228,537 642,212 128,254

230,696 643,412

区 分
職 員 数 給 与 費

本 年 度 412,716

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

２　一般職

 （１） 総    括

（単位　千円）

（単位　千円）
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（１）

（２）

（３）

（４）

（１）

（2）

配偶者 円

子 円

子(配偶者無(1名のみ)) 円

父母等 円

円

　　　　族たる子無(1名のみ))

千円 千円 千円 人

本年度 前年度

10,000

期末勤勉手当の増減分

扶養手当の増減分

6,500 (6,500円)

(11,000円)9,000

(13,000円)

8,000 (6,500円)

10,000 (11,000円)

528 

父母等(配偶者及び扶養親

扶養手当

３． その他の増減分 △ 3,123

備 考

再任用2人

区 分 増 減 額

再任用2人105 人

　職員数の変動状況

前 年 度

108

２． その他の増減分 △ 2,125
その他の手当についての

増 減 分

勤 勉 手 当 67,646 65,346 2,300

期 末 手 当 93,856 94,706 △ 850 108

管 理 職 手 当 13,788 12,124 1,664

区 分
本 年 度 前 年 度 比 較 人 員

27

(2.175)

(4.200)

12月支給率（月分）

2,159 4,284

前年度

増 減 3 人

職員数の変動等に係る
増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

△ 4,747

派遣人事による増減分

6,317

△ 4,693

区 分 在 職 職 員 数
会計間の職員異動によ
る増 減 分

本 年 度 108 人

3,756 

△ 2,125

６月支給率（月分）

支 給 額

期末勤勉手当

職員手当

本年度

2.075

2.225

(2.025)

備 考

4.300支給率計（月分）

１．
制度改正（等）に
伴う増減分

増 減 額 の 増 減 事 由 別 内 訳 説 明



 （３） 給料及び職員手当の状況

   ア　職員一人当たりの給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

   イ　初　 任　 給

(円） (円）技 能 労 務 職

141,600

大 学 卒 178,200 ― 178,200 ―

高 校 卒 146,100 141,600

375,075

平 均 年 齢 44.3 51.7

区 分 一 般 行 政 職 ( 円 ) 技 能 労 務 職 ( 円 )
国 の 制 度

52.7

区 分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

平 成 ２ ８ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 335,093 341,575

平 均 給 与 月 額 376,617

技 能 労 務 職

平 成 ２ ９ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 330,888 342,150

平 均 給 与 月 額 372,629 372,525

平 均 年 齢 44.0

計 230,696 228,537 2,159

管 理 職 員
特 別 勤 務 手 当 488 488

宿 日 直 手 当 1,050 1,050 250

地 域 手 当 132 △ 132

児 童 手 当 7,300 7,790 △ 490 30

住 居 手 当 3,330 3,990 △ 660

通 勤 手 当 7,564 6,949 615 90

12

22,900 22,900 81

54扶 養 手 当 12,774 13,062 △ 288

時間外勤務手当

146,100

区 分 一 般 行 政 職

一 般 行 政 職
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   ウ　級別職員数

（人） （％） （人） （％）

（　　）内は再任用短時間勤務職員

（人） （％） （人） （％）

（　　）内は再任用短時間勤務職員

(　　　)

計 86 (　　　) 100.0 (　　　)(　　　) 4 (　　　) 100.0

(　　　)

(　　　)

(　　　)

１ 級 7 (　　　) 8.1 (　　　)

２ 級 4 (　　　) 4.6 (　　　)

23.3 (　　　) 100.0 (　　　)(　　　) 4

(　　　)

(　　　)４ 級 33 (　　　) 38.4 (　　　)

(　　　)

(　　　) (　　　)

9.3 (　　　) (　　　)

(　　　)

16.3

平成２８年１月１日現在

６ 級 8 (　　　)

５ 級 14 (　　　)

３ 級 20 (　　　)

100.0 (　　　)

職 員 数 構 成 比

(　　　)

4 (　　　)

(　　　)

区 分 等 級
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

職 員 数 構 成 比

(　　　) 100.0 (　　　)

(　　　) 7.0 (　　　)

(　　　)

２ 級 7 (　　　) 8.1 (　　　) (　　　) (　　　)

(　　　)

３ 級 17 (　　　) 19.8 (　　　) 4 (　　　) 100.0

(　　　) (　　　)

(　　　)４ 級 35 (　　　) 40.7 (　　　)

(　　　) (　　　)

５ 級 12 (　　　) 14.0 (　　　)

平成２９年１月１日現在

６ 級 9 (　　　) 10.4 (　　　)

１ 級 6

計 86

区 分 等 級
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比



    （級別の標準的な職務内容）

   エ　期末手当・勤勉手当

（　　）内は再任用短時間勤務職員

   オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

   カ　その他の手当

通 勤 手 当 　　　　　　　　 〃 （基準額）

扶 養 手 当 国 と 同 じ

住 居 手 当 〃

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

25.55625 34.5825 49.59 49.59
定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置
（ ３ ％ ～ ４ ５ ％ 加 算 ）

国 と 同 じ

２５年勤続の者
（月分）

３５年勤続の者
（月分）

区 分
２０年勤続の者

（月分）

支 給 率 等

2.075

4.20

25.55625 34.5825 49.59 49.59

2.025 有

国 の 制 度

最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の 加 算 措 置 等 備 考

有(2.25)

4.30 有

前 年 度

本 年 度

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計 （月分）

2.075

職制上の段階、職務の
等 級 に よ る 加 算 措 置

備 考
６ 月 （月分） １ ２ 月 （月分）

主 幹 主 任 主 事

区 分 ６ 級

一 般 行 政 職 課 長 ・ 局 長 課 長 補 佐 係 長 ・ 係 長 代 理

１ 級５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級

(1.025)

(1.050)

2.225

2.175

2.225

(1.175)

(1.200)

(1.200)(1.050)

4.30

(2.25)

(2.20)
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（単位千円）

金 額
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

7,400 7,400平成28年度まで 21,000
平成29年度から
平成29年度まで

  下仁田町福祉作業所の
管理運営に関する協定書

28,400

平成29年度から
債務完了の年度
まで

限度額
に同じ

限度額
に同じ

平成28年度まで 0

限度額
に同じ

限度額
に同じ

土地開発公社の借入金
に対する債務保証

　10,000千円に約定利息
を加えた額

平成28年度まで 0
平成29年度から
債務完了の年度
まで

限度額
に同じ

限度額
に同じ

　社会福祉法人「しもにた
会」の借入金に対する損失
補償（平成19年度借入金)

　社会福祉法人「しもにた
会」が建設を行うための借
り入れ資金118,000千円の
うち元本及び利子につい
て最終弁済期が到来して
も償還できない元利金合
計額

0
平成29年度から
債務完了の年度
まで

　社会福祉法人「しもにた
会」の借入金に対する損失
補償（平成13年度借入金)

　社会福祉法人「しもにた
会」が建設を行うための借
り入れ資金100,000千円の
うち元本及び利子につい
て最終弁済期が到来して
も償還できない元利金合
計額

平成28年度まで

　土地賃貸借契約（東団
地）

3,884
平成17年度から
平成28年度まで

3,328
平成29年度から
平成30年度まで

556 556

平成29年度から
平成38年度まで

11,190 11,190

11,296 11,296

　土地賃貸借契約（吉崎団
地）

53,025
昭和57年度から
平成28年度まで

41,835

期 間

　土地賃貸借契約（しらか
ば団地）

78,884
昭和54年度から
平成28年度まで

67,588
平成29年度から
平成35年度まで

債務負担行為で 翌年 度以 降に わた るも のに つい ての 前年 度末 まで の支 出額
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額
前年度末までの支出（見込）額 当該年度以降の支出予定額

左 の 財 源 内 訳
特 定 財 源 一 般

財 源期 間 金 額



（単位千円）

金 額
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

平成29年度から
平成29年度まで

15,000 15,000平成28年度まで 26,250

平成29年度から
債務完了の年度
まで

限度額
に同じ

限度額
に同じ

  下仁田町体験交流セン
ターの管理運営に関する
協定書

41,250

平成28年度まで 0
　社会福祉法人「しもにた
会」の借入金に対する損失
補償（平成26年度借入金)

　社会福祉法人「しもにた
会」が建設を行うための借
り入れ資金75,000千円のう
ち元本及び利子について
最終弁済期が到来しても
償還できない元利金合計
額

平成29年度から
平成29年度まで

200 200平成28年度まで 600
  下仁田町林業総合セン
ターの管理運営に関する
協定書

800

特 定 財 源 一 般
財 源期 間 金 額 期 間

事 項 限 度 額
前年度末までの支出（見込）額 当該年度以降の支出予定額

左 の 財 源 内 訳
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（単位　千円）

１ 2,885,125 3,163,424 336,300 426,682 3,073,042

(1) 総 務 債 407,622 355,581 56,023 299,558

(2) 民 生 債

(3) 衛 生 債 570,785 511,383 60,915 450,468

(4) 農 林 水 産 業 債 151,415 131,757 17,400 34,629 114,528

(5) 商 工 債 73,387 206,423 190,200 27,264 369,359

(6) 土 木 債 540,933 514,580 100,100 86,928 527,752

(7) 消 防 債 253,336 249,998 28,600 31,818 246,780

(8) 教 育 債 883,867 1,190,592 128,428 1,062,164

(9) 諸 支 出 金 債 3,780 3,110 677 2,433

２ 34,409 24,029 9,901 14,128

(1) 農 林 水 産 1,213 802 415 387

(2) 土 木 33,196 23,227 9,486 13,741

(3) 教 育

３ 2,332,635 2,322,595 160,000 175,893 2,306,702

(1) 臨 時 財 政 対 策 債 2,273,632 2,277,934 160,000 161,330 2,276,604

(2) 臨 時 税 収 補 て ん 債 10,889 5,499 5,499

(3) 減 税 補 て ん 債 48,114 39,162 9,064 30,098

5,252,169 5,510,048 496,300 612,476 5,393,872

１  　 　＋  　　 ２ 2,919,534 3,187,453 336,300 436,583 3,087,170

特 例 地 方 債 2,332,635 2,322,595 160,000 175,893 2,306,702

合 計

再 計

区 分

普 通 債

災 害 復 旧 債

そ の 他

平 成 ２ ９ 年 度 中
元 金 償 還 見 込 額

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末
及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

平 成 ２ ９ 年 度 末
現 在 高 見 込 額

平 成 ２ ７ 年 度 末
現 在 高

平 成 ２ ８ 年 度 末
現 在 高 見 込 額 平 成 ２ ９ 年 度 中

起 債 見 込 額

平 成 ２ ９ 年 度 中 増 減 見 込 額


